
平成３０年度予算(案)主要事項

文部科学省初等中等教育局





目 次

○ 事項別表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

１．新学習指導要領の円滑な実施と学校における
働き方改革のための指導・運営体制の構築 ・・・・・・・ ７

◆義務教育費国庫負担金

◆専門スタッフ・外部人材の拡充

◆学校現場における業務の適正化

２．これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上 ・・・・ 18

３．教育課程の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20

４．道徳教育の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 23

５．全国的な学力調査の実施 ・・・・・・・・・・・・・・ 25

６．いじめ・不登校対応等の推進 ・・・・・・・・・・・・ 27

７．子供の体験活動の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・ 38

８．幼児教育の振興 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 40

９．切れ目ない支援体制構築に向けた特別支援教育の充実 ・・ 47

１０．キャリア教育・職業教育の充実 ・・・・・・・・・・・ 52

１１．学校健康教育の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・ 55

１２．少子化に対応した活力ある学校教育の推進 ・・・・・・ 60

１３．初等中等教育段階におけるグローバルな視点に立って

活躍する人材の育成 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 64

１４．私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に

関する実証事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 67

１５．高校生等への修学支援 ・・・・・・・・・・・・・・・ 69

１６．学校をプラットフォームとした総合的な

子供の貧困対策の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・ 73

１７．地域とともにある学校づくりの推進 ・・・・・・・・・ 80

１８．義務教育教科書の無償給与 ・・・・・・・・・・・・・ 84

参考：平成30年度予算（案） 東日本大震災復興特別会計分





千円 千円 千円

1,536,727,806 1,535,521,191 △ 1,206,615

　 （
１．義務教育費国庫負担金

（
２．専門スタッフ・外部人材の拡充

（
　（１）スクールカウンセラーの配置拡充【後掲】

（
　（２）スクールソーシャルワーカーの配置拡充
　　　【後掲】

（
　（３）いじめ防止等対策のためのスクール
　　　 ロイヤー活用に関する調査研究【後掲】

（
　（４）補習等のための指導員等派遣事業

（
　　　①学力向上を目的とした学校教育活動支援

（
　　　②スクール・サポート・スタッフの配置
　　　　 【新規】

（
　　　③中学校における部活動指導員の配置
　　　　 【新規】

（
　（６）特別支援教育専門家等の配置【後掲】

（
３．学校現場における業務の適正化

（
　（１）学校現場における業務改善加速事業

（
　（２）学校給食費徴収・管理業務の改善・充実
　　 　【後掲】【新規】

（
　（３）地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業
　　　 〔生涯学習政策局に計上〕

（
　（４）統合型校務支援システム導入実証研究
       事業 【新規】〔生涯学習政策局に計上〕
　　　
　　

2,162,000 1,883,000 △ 279,000 義務教育費国庫負担金

1,575,611 1,467,624 △ 107,987

（
１．新しい教育課題に対応した教員研修の充実
　　と大学における教員養成の改革

（
２．教員免許管理の在り方に関する調査研究
　　【新規】

4,568,912

1,258,454 ）

0 ）
311,337

1,483,581

11,469,985 ）
12,177,578

4,558,778

）

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

１．
）1,524,829,000

1,522,781,000

）

0 ）

4,586,413

9,819

）

3,022

1,063,318 ）
1,339,592

22,842

3,071,674

0

428,821 ）

504,000

562,613

）

4,775,674

２．

4,586,413 ）

85,600 ）
105,982

1,575,611

227,560 ）

平 成 ３ ０ 年 度 予 算 額 （ 案 ）  事 項 別 表

（初等中等教育局）

）

127,133

0 ）
18,161

）
1,200,000

新学習指導要領の円滑な
実施と学校における働き
方改革のための指導・運
営体制の構築

これからの学校教育を担
う教員の資質能力の向上

1,444,782

0

（参考）復興特別会計

説明資料１ 参照

説明資料２ 参照

1



千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

教育課程の充実 3,789,335 3,793,509 4,174

（
１．学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で
　　深い学びの推進

（
２．次期学習指導要領への円滑な移行に向けた
　　補助教材の作成・配布【新規】

（
３．次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する
　　先導的研究開発

（
５．理数教育の充実のための総合的な支援等

（
６．現代的課題に対応した教育の充実等
　　 〔一部生涯学習政策局に計上〕

（
７．カリキュラム・マネジメントの在り方に関する
　　研究

（
８．高等学校における総合的な学習の時間の
　　抜本的改善・充実

（
９．「キャリア・パスポート（仮称）」普及・定着事業
　　 【後掲】

（
１０．次世代の教育情報化推進事業
　　　 〔生涯学習政策局に計上〕

（
１１．特別支援学校学習指導要領等の改訂及び
　　　学習・指導方法の改善・充実
　　 【後掲】

（
１２．幼稚園教育要領の普及・啓発【後掲】

（
１３．小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業等
　　 【後掲】

道徳教育の充実 1,957,025 3,523,934 1,566,909 　
　 （
１．道徳教育の抜本的改善・充実等

全国的な学力調査の実施 5,251,688 5,215,921 △ 35,767

（
１．全国学力・学習状況調査の実施
　　〔一部国立教育政策研究所に計上〕

（
２．学力調査を活用した専門的な課題分析に
　　関する調査研究

6,134,089 6,396,523 262,434

（
１．いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

（

（
　（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業

（
　（３）有識者会議等開催経費等

（
２．夜間中学における就学機会の提供推進

）

13,758 ）

）

5,237,930 ）
5,202,874

13,047

６．
6,114,212

40,120 ）

）

4,000 ）

）

103,872

390,239

72,563 ）

1,890,672

69,351

0 ）
147,653

588,501

３．

）
185,033

11,097 ）

1,995,734 ）

20,397

3,523,934

10,869

73,731

５．

26,300

57,805

４．
1,957,025

4,056

　（１）外部専門家を活用した教育相談体制の
     　整備・関係機関との連携強化等

6,144,316

6,360,446

5,909,963

いじめ・不登校対応等の
推進

）

178,732 ）

19,877

190,382

25,517 ）
25,748

36,077

）

）

）

）

52,356

108,366

821,070

836,701

72,358

説明資料３ 参照

説明資料４ 参照

説明資料５ 参照

説明資料６ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

2,700,865 2,450,227 △ 250,638 　緊急スクールカウンセラー等活用事業

101,130 101,130 0

（
１．健全育成のための体験活動推進事業

　　〔生涯学習政策局に計上〕

（
２．学校教育における長期宿泊体験活動の導入
　　促進に関する調査研究

35,901,878 37,143,542 1,241,664

（
１．幼児教育無償化に向けた取組の段階的推進
　（幼稚園就園奨励費補助等）

（
２．幼児教育の質の向上

（
　（１）幼児教育の推進体制構築事業

（
　（２）幼稚園の人材確保支援事業

（
　（３）幼児期の教育内容等の充実

（
　　　①幼児期の教育内容等深化・充実調査研究

（
　　　②幼稚園における2歳児の円滑な受入れの
　　　　 ための調査研究【新規】

（
　（４）幼稚園教育要領の普及・啓発

（
　（５）ECEC Network事業の参加

（
３．幼児教育の環境整備の充実

（
　（１）認定こども園等への財政支援

（
　（２）私立幼稚園の施設整備の充実

）
515,847

）

）
7,024

4,649,545

2,530

８．

4,147,842

8,852

3,348,000

）

７． 子供の体験活動の推進
98,600 ）
98,600

）

）

　 ※子ども・子育て支援新制度への移行分を含めた所要額

）

2,530

182,850 ）

352,864 ）

）

0

501,703

279,197

）

）

3,863,847

）

144,187

26,300

幼児教育の振興
30,899,469

57,805

86,164

19,841

17,193

10,418

17,193

71,427

30,259

33,000,498

（参考）復興特別会計

説明資料７ 参照

説明資料８ 参照

※子ども・子育て支援新制度への移行分を含めた所要額
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

2,241,612 2,434,748 193,136 　
（

１．切れ目ない支援体制整備充実事業

（

（
　　（２）特別支援教育専門家等配置

（
　　（３）特別支援教育体制整備

（
２．学校における医療的ケア実施体制構築事業

（

（
４．特別支援教育に関する教職員等の資質向上

（

（

（

（
８．特別支援教育充実事業等

212,880 184,268 △ 28,612

（

（

　　〔生涯学習政策局に計上〕
（

３．スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール

526,823 447,994 △ 78,829

（

（

（

1,339,592

1,451,710

）

8,405

）
３．学校給食・食育総合推進事業
　（つながる食育推進事業、学校給食費徴収・
　　管理業務の改善・充実【新規】等）

１．学校保健推進事業
　  （がん教育総合支援事業等）

）
２．学校安全推進事業
  　（学校安全総合支援事業【新規】等）

59,211

）

７．教科書デジタルデータを活用した拡大教科
　　書、音声教材等普及促進プロジェクト

９．

５．学習指導要領等の改訂及び学習・指導方法
    の改善・充実

３．発達障害の可能性のある児童生徒等に対
　　する支援事業

１０． キャリア教育・職業教育の
充実

172,803

　　（１）特別な支援を必要とする子供への就学
　　　　 前から学齢期、社会参加までの切れ目
　　　　 ない支援体制整備

216,694

1,063,318

43,668

279,655

103,872

72,358

２．地域を担う人材育成のためのキャリア
　　プランニング推進事業

１．将来の在り方・生き方を主体的に考えられる
　　若者を育むキャリア教育推進事業

１１． 学校健康教育の推進
120,258

）

）

）

148,817

）

86,423

）

44,950

）
1,599,954

344,724

）

31,659

）

99,030

124,391

）

8,418

）

85,328

）

86,405

145,530

144,035

）

116,651 ）
73,025

６．学校における交流及び共同学習を通じた
     障害者理解（心のバリアフリー）の推進
　　 事業

46,925

280,328

27,046

224,573

266,383

43,668

140,182

切れ目ない支援体制構築
に向けた特別支援教育の
充実

説明資料９ 参照

説明資料１０ 参照

説明資料１１ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

2,554,810 2,421,431 △ 133,379

（

（
２．へき地児童生徒援助費等補助金

（
３．高等学校における次世代の学習ニーズを

　　踏まえた指導の充実事業（新規）

21,256,928 20,192,106 △ 1,064,822

（

（
２．小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業等

（
３．スーパーグローバルハイスクール

（

（
５．帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援
　　事業

（
６．社会総がかりで行う高校生留学促進事業

（
７．アジア高校生架け橋プロジェクト【新規】

（
８．その他（外国人学生（視覚障害者）の特別支

　　学校入学前予備教育支援事業等）

1,193,610 1,193,610 0

　

380,474,510 384,113,814 3,639,304

（
１．高等学校等就学支援金交付金

（
２．高等学校等就学支援金事務費交付金　

（
３．公立高等学校授業料不徴収交付金

（
４．高校生等奨学給付金

13,625,432 ）

）

１４．

１２． 少子化に対応した活力あ
る学校教育の推進 36,521 ）

0

１．少子化・人口減少社会に対応した活力ある
　　学校教育推進事業

１３．

）
73,923

初等中等教育段階におけ
るグローバルな視点に
立って活躍する人材の育
成

１．我が国の伝統・文化教育の充実に係る調査
　　研究

）

４．在外教育施設教員派遣事業等及び海外子女
　　教育の推進

17,932,713

228,602

19,138,433

）

5,057

260,246 ）

152,240

139,762

3,007,551

15,000

高校生等への修学支援１５．
362,426,514

367,811,996

私立小中学校等に通う児
童生徒への経済的支援に
関する実証事業

13,279,267

4,407,564

）

15,000 ）

）

）

34,739

2,312,769

11,014

0

）

836,701

821,070

2,518,289 ）

）

843,035

868,868

10,653

0 ）
200,640

説明資料１２ 参照

説明資料１３ 参照

説明資料１４ 参照

説明資料１５ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成３０年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

2,294,058 2,591,194 297,136

（
１．スクールソーシャルワーカーの配置拡充
     【再掲】

（
２．地域未来塾による学習支援の充実
　　 〔生涯学習政策局に計上〕

（
３．高校生等の就職・就学支援等

（

（
４．要保護児童生徒援助費補助

（参考） （
　被災児童生徒就学支援等事業（熊本地震対応分）

6,198,017 5,216,670 △ 981,347 被災児童生徒就学支援等事業

389,934 224,818 △ 165,116

（
　１．コミュニティ・スクール推進体制構築事業
　　　〔生涯学習政策局に計上〕

（
　２．学校現場における業務改善加速事業
　　　【再掲】

41,608,000 43,249,000 1,641,000

（
　義務教育教科書購入費

１６．

43,249,000

127,133

713,578

555,602 ）

）

）

）

273,817

）
647,076

学校をプラットフォームとし
た総合的な子供の貧困対
策の推進

）

　（１）高等学校における次世代の学習ニーズを
       踏まえた指導の充実事業【新規】【再掲】

73,923

73,923

0

1,258,454

）

）

386,614

0

1,483,581

322,026

）

１８．

１７． 地域とともにある学校づく
りの推進 162,374

義務教育教科書の無償給
与

97,685

41,608,000

227,560

（参考）復興特別会計

説明資料１６ 参照

説明資料１８ 参照

説明資料１７ 参照
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１．新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方
改革のための指導・運営体制の構築

(前 年 度 予 算 額 1,536,728百万円）
平成30年度予算額（案） 1,535,521百万円

〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計 1,883百万円〕

１．要 旨
新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革を目指し、学校におけ

る指導・運営体制の効果的な強化・充実を図り、「チーム学校」を実現するため、
教職員定数の改善、専門スタッフや外部人材の配置拡充、業務の適正化などを一
体的に推進する。

２．内 容
◆義務教育費国庫負担金 1,522,781百万円(1,524,829百万円)
義務教育費国庫負担制度は､公立の義務教育諸学校の教職員の給与費について

都道府県及び指定都市が負担した経費の３分の１を国が負担するものである。

・教職員定数の改善 ＋34億円（＋1,595人）
・教職員定数の自然減等 ▲96億円（▲4,456人）
・教職員の若返り等による給与減 ▲94億円
・人事院勧告の反映による給与改定 ＋135億円

≪教職員定数の改善≫ ＋1,595人
１．新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革 ＋1,090人
■学校における指導体制の効果的な強化・充実
・小学校英語教育の早期化・教科化に伴う、一定の英語力を
有し、質の高い英語教育を行う専科指導教員の充実（※） ＋1,000人

※ 専科指導教員の英語力に関する要件

①中学校又は高等学校英語の免許状を有する者

②２年以上の外国語指導助手（ＡＬＴ）の経験者

③ＣＥＦＲ＊ Ｂ２相当以上の英語力を有する者

＊外国語の学習・教授・評価のためのヨーロッパ共通参照枠

④海外大学、又は青年海外協力隊若しくは在外教育施設等で、２年以上の英語を使用した

海外留学・勤務経験のある者

（注）②～④は、小学校教諭免許状、又は中学校英語・高等学校英語の免許状のいずれの

免許状も有しない者にあっては特別免許状を授与することが必要。

・中学校における生徒指導体制の強化に必要な教員の充実 ＋ 50人

■学校総務・財務業務の軽減による学校運営体制の強化
・共同学校事務体制の強化（事務職員） ＋ 40人

２．複雑化・困難化する教育課題への対応関連【再掲を除く】 ＋ 505人
・教育課題への対応のための基礎定数化関連 ＋ 385人
（平成29年3月義務標準法改正による基礎定数化に伴う定数の増減）
・通級による指導 ＋505人 ・日本語指導 ＋58人
・初任者研修 ＋63人 ・自然減等 ▲241人
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・いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 ＋ 50人【再掲】
・貧困等に起因する学力課題の解消 ＋ 50人
・「チーム学校」の実現に向けた学校の指導体制の基盤整備関連
（養護教諭、栄養教諭等） ＋ 20人

・学校統合・小規模校への支援 ＋ 50人

（参考：復興特別会計）
震災に起因し厳しい教育環境下に置かれている児童生徒のための学習支援等の

ため870人の加配措置。 1,883百万円( 2,162百万円)

≪関連施策≫
・教育政策に関する実証研究 31百万円（57百万円）

有識者や意欲ある自治体の協力を得つつ、時代の変化に対応した新しい教

育への取組、いじめ・不登校、子供の貧困等の学校の課題に関する状況や、

それらの課題に対応するための指導体制の在り方など、教育政策の効果を評

価する実証研究を実施。

◆専門スタッフ・外部人材の拡充
○スクールカウンセラーの配置拡充【後掲】
〔補助率１／３〕 4,569百万円（4,559百万円）
・スクールカウンセラー配置の増(26,000校→26,700校)
【公立中学校】
・通常配置(6,200校)に加え、小中連携型配置の拡充(3,200校→3,600校）
による公立小中学校の相談体制の連携促進。

・生徒指導上、大きな課題を抱える公立中学校等においてスクールカウ
ンセラーによる週５日相談体制(200校)を実施。

【公立小学校】
・通常配置(9,500校)に加え、小中連携型配置の拡充(6,400校→7,200校)
による公立小中学校の相談体制の連携促進。

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000校）
・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のための配置（250箇所）
・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

○スクールソーシャルワーカーの配置拡充【後掲】
〔補助率１／３〕 1,484百万円（1,258百万円）
・福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを必要な全ての学校で活
用できるよう配置を拡充（5,047人→7,547人）
・小中学校のための配置（5,000人→7,500人）
・高等学校のための配置（47人）

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000人）
・スーパーバイザー（47人）の配置
・連絡協議会等の開催を通じた質向上の取組の支援
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○いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究【後掲】
10百万円（3百万円）

・法律の専門家である弁護士が、その専門的知識・経験に基づき、学校にお
いて法的側面からのいじめ予防教育を行うとともに、いじめなどの諸課題
の効率的な解決にも資する、学校からの相談体制の整備に関する調査研究
を実施(3地域)

○補習等のための指導員等派遣事業

〔補助率１／３〕 4,776百万円（4,586百万円）

多彩な人材がサポートスタッフとして学校の教育活動に参画する取組を支援

①学力向上を目的とした学校教育活動支援 3,072百万円(4,586百万円)
児童生徒一人一人にあったきめ細かな対応を実現するため、教員に加えて

学校教育活動を支援する人材の配置を支援。
＜当該分野に知見のある人材＞(退職教職員や教員志望の大学生など)

(7,700人)
・実施主体：都道府県・指定都市
・補助割合：国１／３，都道府県・指定都市２／３
《具体例》
・補習や発展的な学習への対応 ・外国人児童生徒等の学力向上への取組
・不登校・中途退学への対応 ・いじめへの対応
・キャリア教育支援 ・就職支援
・校長経験者による若手教員への授業指導
・体験活動の実施への支援

②スクール・サポート・スタッフの配置 1,200百万円( 新 規 )
教員が児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備し、教員の

負担軽減を図るため、学習プリント等の印刷などを教員に代わって行うサポ
ートスタッフの配置を支援。
※ 教員の負担軽減を図るための事業として実施。各自治体において明確な成果目標を設定し、

効果の検証を含めて実施するものに対し、補助を行う。

＜地域の人材＞（卒業生の保護者など） (3,000人)
・実施主体：都道府県・指定都市
・補助割合：国１／３，都道府県・指定都市２／３

③中学校における部活動指導員の配置 504百万円( 新 規 )
適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育委員会

を対象※１に、部活動指導員※２の配置を支援。
※１ 「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン(仮称)」を遵守するとともに、教員の

負担軽減の状況を適切に把握するなど、一定の要件を満たす学校設置者に対して支援を行う。

※２ 学校教育法施行規則第78条の２に該当する者

＜指導する部活動に係る専門的な知識・技能を有する人材＞ (4,500人)
・実施主体：学校設置者（主に市町村）
・補助割合：国１／３,都道府県１／３,市町村１／３

(指定都市にあっては国１／３,指定都市２／３)
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○特別支援教育専門家等の配置（切れ目ない支援体制整備充実事業の内数）

【後掲】 1,340百万円（1,063百万円）

・医療的ケアが必要な児童生徒のための看護師や理学療法士・作業療法士・
言語聴覚士等の外部専門家の配置等(2,117人)

≪関連施策≫

・いじめ問題等の解決に向けた外部専門家活用事業【再掲】
・スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた
調査研究【再掲】

・学校司書養成講習会
・コミュニティ・スクール推進体制構築事業【再掲】
・帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業【再掲】

◆学校における業務の適正化
○学校現場における業務改善加速事業 127百万円(228百万円)

教員の長時間勤務を見直すことで、教員自らが意欲と能力を最大限発揮で
きる環境を整備し、ひいては学校教育の質を向上させるため、国・教育委員
会(都道府県・市町村)・学校が有機的に連携し、一体的・総合的に業務改善
を推進する取組を実施する。
・業務改善加速のための実践研究(業務改善に集中的に取り組むモデル自治
体等において、各学校における勤務時間管理の徹底をはじめ、教員の業務
の見直し、意識改革のための研修等、業務改善の取組を強力に推進）

・業務改善アドバイザーの派遣
・長時間勤務是正に向けた普及・啓発 等

○学校給食費徴収・管理業務の改善・充実【後掲】 18百万円( 新 規 )
教職員の業務負担軽減等の観点から、学校給食費の徴収・管理業務につい

て、学校から自治体への移管を促進するため、自治体による徴収・管理の課
題の解決方法等の調査研究を行い、学校給食費の徴収・管理業務に関するガ
イドラインを作成する。

○地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 106百万円（86百万円）
※「学校を核とした地域力強化プラン」の一部〔生涯学習政策局に計上〕

「スクールガード(学校安全ボランティア)」の活用等により、地域ぐるみ
で子供の安全を見守る体制を整備する。

○統合型校務支援システム導入実証研究事業 311百万円( 新 規 )
〔生涯学習政策局に計上〕

教員の業務負担軽減及びそれを通じた教育の質の向上を図る観点から、学
校における校務の情報化を効率的に進めるため、都道府県単位での「統合型
校務支援システム」の共同調達・運用の促進に係る実証事業を行う。
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，
０
０
０
校
）

②
全
公
立
中
学
校
に
対
す
る
配
置
１
０
，
０
０
０
校
（１
０
，
０
０
０
校
）

[目
標
]平
成
3
1
年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
小
中
学
校

(2
7
,5
0
0
校
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

平
成

30
年
度

:2
6,

70
0校

平
成

30
年
度

:7
,5

00
人

※
（

）は
前
年
度

＜
学
校
・教
職
員
（
養
護
教
諭
等
）＞

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
：
児
童
生
徒
の
心
理
に
関
し
て
高
度
に
専
門
的
な
知
識
及

び
経
験
を
有
す
る
者
（
臨
床
心
理
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
２

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
：福
祉
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
・技
術
を
有
す
る
と
と
も

に
、
過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者
（社
会
福

祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
6
5
条
の
３

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。
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調
査
研
究
結
果
の

分
析
・
検
証
・
周
知

施
策
へ
の
反
映

【
概
要
】

法
律
の
専
門
家
で
あ
る
弁
護
士
が
、
そ
の
専
門
的
知
識
・
経
験
に
基
づ
き
、
学
校
に
お
い
て
法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
予
防
教
育
を
行
う
と
と
も
に
、

い
じ
め
な
ど
の
諸
課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
も
資
す
る
、
学
校
に
お
け
る
相
談
体
制
の
整
備
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。
【
2→

3箇
所
】

い
じ
め
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

１
．
法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
の
予
防
教
育

い じ め の 防 止

校 務 の 効 率 化 ・ 負 担 軽 減
学
校
に
お
い
て
、
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
等
に
基
づ
い
て
、
い
じ
め
問
題
へ
の
対

応
が
徹
底
さ
れ
て
い
る
か
を
弁
護
士
が
法
的
側
面
か
ら
確
認
す
る
こ
と
の
有
効
性
を
検

証
す
る
。

【
背
景
】

○
国
は
、
困
難
な
問
題
の
解
決
に
向
け
て
相
談
で
き
る
弁
護
士
等
、
多
様
な
人
材
に
よ
る
支
援
体
制
を
構
築
す
る
。
【
い
じ
め
の
問
題
等
へ
の
対
応

に
つ
い
て
（
第
一
次
提
言
）
（
平
成

25
年

2月
26
日
教
育
再
生
実
行
会
議
決
定
）
】

○
い
じ
め
の
防
止
の
た
め
に
は
、
い
じ
め
に
向
か
わ
な
い
態
度
・
能
力
の
育
成
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
発
達
の
段
階
に
応
じ
て
、
児
童
生
徒
が
い

じ
め
の
問
題
を
自
分
の
こ
と
と
し
て
捉
え
、
考
え
、
議
論
す
る
こ
と
に
よ
り
、
正
面
か
ら
向
き
合
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
実
践
的
な
取
組
を
行
う
必
要

が
あ
る
。
【
い
じ
め
の
防
止
等
の
た
め
の
基
本
的
な
方
針
（
平
成

25
年

10
月

11
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
（
平
成

29
年

3月
14
日
最
終
改
定
）
）
】

（
前
年
度
予
算
：3
百
万
円
）

平
成
3
0
年
度
予
算
額
（
案
）：
10
百
万
円

３
．
法
令
に
基
づ
く
対
応
の
徹
底

２
．
学
校
に
お
け
る
法
的
相
談
へ
の
対
応

学
校
が
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
つ
い
て
弁
護
士
に
相
談
し
法
的
ア
ド
バ
イ
ス

を
受
け
る
こ
と
や
、
弁
護
士
に
よ
る
教
員
向
け
の
研
修
会
を
受
け
る
こ
と
等
が
、
生
徒
指

導
上
の
諸
課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
資
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検
証
を
行
う
。

弁
護
士
が
、
実
例
（
裁
判
例
等
）
を
示
し
な
が
ら
、
人
権
を
守
る
こ
と
の
重
要
性
や
い
じ

め
の
法
律
上
の
扱
い
（
刑
事
罰
の
対
象
と
な
り
得
る
こ
と
や
、
不
法
行
為
に
該
当
し
損
害

賠
償
責
任
が
発
生
し
得
る
こ
と
等
）
に
つ
い
て
教
え
る
授
業
モ
デ
ル
の
構
築
や
実
践
的

な
教
材
の
開
発
を
行
う
。
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※
1 

「運
動

部
活

動
の

在
り
方

に
関

す
る

総
合

的
な

ガ
イ
ド
ラ

イ
ン

(仮
称

)」
を

遵
守

す
る

と
と

も
に

、
教

員
の

負
担

軽
減

の
状

況
を

適
切

に
把

握
す

る
な

ど
、

一
定

の
要

件
を

満
た

す
学

校
設

置
者

に
対

し
て

、
支

援
を

行
う
。

※
2 

学
校

教
育

法
施

行
規

則
第

78
条

の
2に

該
当

す
る

者

※
教

員
の

負
担

軽
減

を
図

る
た

め
の

事
業

と
し
て

実
施

。
各

自
治

体
に

お
い

て
明

確
な

成
果

目
標

を
設

定
し
、

効
果

の
検

証
を

含
め

て
実

施
す

る
も
の

に
対

し
、

補
助

を
行

う
。

「
チ
ー
ム
学
校
」
の
理
念
を
踏
ま
え
、
教
員
と
多
様
な
人
材
の
連
携
に
よ
り
、
学
校
教
育
活
動
の
充
実
と
「
働
き
方
改
革
」
を
実
現

学
校
生
活
適
応
へ
の
支
援

•不
登
校
・
中
途
退
学
へ
の
対
応

•い
じ
め
へ
の
対
応

多
彩
な
人
材
が
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
支
援

児
童
生
徒
の
学
習
サ
ポ
ー
ト

•補
習
や
発
展
的
な
学
習
へ
の
対
応

•外
国
人
児
童
生
徒
等
の
学
力
向
上

へ
の
取
組

進
路
指
導
・キ
ャ
リ
ア
教
育

•キ
ャ
リ
ア
教
育
支
援

•就
職
支
援

平
成
3
0
年
度
予
算
額
（
案
）
：
4
8
億
円
対
前
年
度
+
2
億
円

学
力
向
上
を
目
的
と
し
た
学
校
教
育
活
動
支
援

ス
ク
ー
ル
・
サ
ポ
ー
ト
・
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

平
成
3
0
年
度
予
算
額
（
案
）
：
3
1
億
円
＜
7
,7
0
0
人
＞

平
成
3
0
年
度
予
算
額
（
案
）
：
1
2
億
円
＜
3
,0
0
0
人
＞

•校
長
経
験
者
に
よ
る
若
手
教
員
へ
の

授
業
指
導

•子
供
の
体
験
活
動
の
実
施
へ
の
支
援

そ
の
他
（教
員
の
指
導
力
向
上
等
）

公
立
学
校
の
教
育
活
動
と
し
て
実
施
す
る
下
記
の
よ
う
な
取
組
を
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
（
非
常
勤
）
の
配
置
に
要
す
る
費
用
の

1/
3以
内
を
補
助

教
員
が
よ
り
児
童
生
徒
へ
の
指
導
や
教
材
研
究
等
に
注
力
で
き
る
体
制
を
整
備

し
、
教
員
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、
学
習
プ
リ
ン
ト
等
の
印
刷
な
ど
を
教
員
に
代
わ

っ
て
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
を
支
援
。

多
彩
な
人
材
の
参
画
に
よ
る
学
校
の
教
育
力
向
上
～
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
～

【地
域
の
人
材
】
(卒
業
生
の
保
護
者
な
ど
)

【当
該
分
野
に
知
見
の
あ
る
人
材
】(
退
職
教
職
員
や
教
員
志
望
の
大
学
生
な
ど
)

中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
の
配
置

【指
導
す
る
部
活
動
に
係
る
専
門
的
な
知
識
・
技
能
を
有
す
る
人
材
】

適
切
な
練
習
時
間
や
休
養
日
の
設
定
な
ど
部
活
動
の
適
正
化
を
進
め
て
い
る
教

育
委
員
会
を
対
象
※
１
に
部
活
動
指
導
員
※
２
の
配
置
を
支
援
。

平
成
3
0
年
度
予
算
額
（
案
）
：
5
億
円
＜
4
,5
0
0
人
＞

（
実
施
主
体
）
学
校
設
置
者
（
主
に
市
町
村
）

（
補
助
割
合
）
国
1
/
3
、
都
道
府
県
1
/
3
、
市
町
村
1
/
3
（
指
定
都
市
：
国
１
／
３
、
指
定
都
市
２
／
３
）

（
実
施
主
体
）
都
道
府
県
・
指
定
都
市
（
補
助
割
合
）
国
1
/
3
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市
2
/
3

（
実
施
主
体
）
都
道
府
県
・
指
定
都
市
（
補
助
割
合
）
国
1
/
3
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市
2
/
3

児
童
生
徒
一
人
一
人
に
あ
っ
た
き
め
細
か
な
対
応
を
実
現
す
る
た
め
、
教
員
に
加

え
て
学
校
教
育
活
動
を
支
援
す
る
人
材
の
配
置
を
支
援
。
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■
教
員
自
ら
の
意
欲
と
能
力
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
よ
う
な
勤
務
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、
業
務
改
善
の
取
組
を
一
体
的
・
総
合
的
に
推
進
。

■
自
治
体
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定

■
業
務
改
善
の
取
組
の
実
施

・
教
員
の
行
う
業
務
の
明
確
化
（
事
務
職
員
や
他

の
ス
タ
ッ
フ
等
と
の
連
携
・
分
担
等
）

・
部
活
動
に
関
す
る
休
養
日
の
明
確
な
設
定

・
時
間
管
理
の
徹
底
、
研
修
の
実
施

等

市
町
村
と
連
携
し
、
小
中
学
校
に
お
け
る
業
務
改
善
を
促
進
。
重
点
モ
デ
ル
地
域
の
成
果
を
県
下
に
波
及
。

都
道
府
県
・
政
令
市

■
重
点
モ
デ
ル
地
域
に
対
す
る
教
職
員
や
業
務
ア
シ
ス
タ
ン
ト
等
の
配
置

■
県
と
し
て
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定
・
指
導
助
言

■
管
理
職
等
の
意
識
改
革
の
た
め
の
研
修
の
実
施

■
取
組
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
、

成
果
の
県
下
全
域
へ
の
発
信

■
勤
務
状
況
の
改
善
の
成
果
を
分
析

勤
務
時
間
（
総
勤
務
時
間
や
事
務
作
業
・

部
活
動
に
関
す
る
時
間
等
）
や
負
担
感
の

変
化
、
創
出
し
た
時
間
に
よ
る
教
育
面
で

の
効
果
な
ど
の
成
果
を
分
析

■
成
果
を
挙
げ
た
Ｇ
Ｐ
を
管
下
全
域
に
波
及

重
点
モ
デ
ル
地
域
：
市
町
村
（
政
令
市
含
む
）

外
部
専
門
家
に
よ
る
分
析
・
助
言

成
果
を
分
析
し
、
全
国
に
発
信
し
普
及
。

業
務
改
善
に
集
中
的
に
取
り
組
む
重
点
モ
デ
ル
地
域
を
指
定
し
、
業
務
改
善
の
加
速
に
つ
い
て
の
実
践
研
究
を
実
施
。
具
体
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
や

成
果
を
分
析
し
、
全
国
に
発
信
し
普
及
。

文
部
科
学
省

学
校
現
場
に
お
け
る
業
務
改
善
加
速
事
業

平
成
3
0
年
度
予
算
額
（
案
）

1
2
7
百
万
円
（
※
）

（
平
成
2
9
年
度
予
算
額

2
2
8
百
万
円
）

エ
ビ
デ
ン
ス

と
し
て
蓄
積

業
務
改
善
加
速
の
た
め
の
実
践
研
究
事
業
の
実
施

長
時
間
勤
務
是
正
の
た
め
の
周
知
・
啓
発
を
行
い
、

全
国
的
な
気
運
を
醸
成

・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

・
各
種
広
報
媒
体
等
に
よ
る
普
及
啓
発

・
実
践
事
例
集
の
作
成

等

■
研
究
機
関
等
に
よ
る
業
務
改
善
の
推
進
に
資
す

る
基
礎
的
調
査
研
究
を
実
施

長
時
間
勤
務
是
正
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

業
務
改
善
の
基
礎
的
調
査
研
究
の
実
施

■
業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
に
よ
る

指
導
助
言

■
先
進
モ
デ
ル
の
横
展
開

■
業
務
改
善
の
取
組
の
継
続
し
た
フ
ォ
ロ
ー

業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド

※
国
立
・
私
立
学
校
も
対
象

（
※
）
「
協
働
に
よ
る
地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く
り
の
推
進
」
（
平
成
3
0
年
度
予
算
額
（
案
）
2
3
百
万
円
（
平
成
2
9
年
度
予
算
額
3
1
百
万
円
）
）
を
含
む
。
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◆
自
治
体
が
行
う徴
収
・管
理
（
担
当
部
署
に
よ
る
徴
収
・管
理
）

◆
学
校
が
行
う徴
収
・管
理
（
教
職
員
に
よ
る
徴
収
・管
理
）

学
校
給
食
費
徴
収
・
管
理
業
務
の
改
善
・
充
実

平
成

30
年
度
予
算
額
（
案
）

18
百
万
円
（
新
規
）

教
職
員
の
業
務
負
担
軽
減
等
の
観
点
か
ら
、
学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務
に
つ
い
て
、
学
校
か
ら
自
治
体
へ
の
移
管

を
促
進
す
る
た
め
、
自
治
体
に
よ
る
徴
収
・
管
理
の
課
題
の
解
決
方
法
等
の
調
査
研
究
を
行
い
、
モ
デ
ル
事
業
で
の
実
践
・

成
果
等
も
踏
ま
え
、
学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
す
る
。

事
業
概
要

学
校
か
ら
自
治
体
へ
の
事
務
移
管

学
校
現
場
の
負
担
軽
減

業
務
の
適
正
化
の
推
進

先
進
的
な
自
治
体
に
お
け
る

徴
収
・
管
理
の
課
題
の
解
決
方
法
や

効
果
等
の
事
例
を
収
集
・
分
析

学
校
給
食
費
の
徴
収
・
管
理
業
務

に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成 ✔
教
職
員
の
事
務
負
担
軽
減

✔
監
査
機
能
の
充
実
、
不
正
経
理
の
防
止

✔
安
定
的
な
食
材
購
入
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学
校
安
全
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
を
安
全
か
つ
効
果
的
に
活
用
す
る
仕
組
み
を
整
備
し
て
、

地
域
全
体
で
、
子
供
の
安
全
を
見
守
る
体
制
を
整
備

平
成
２
９
年
度
予
算
額

86
百
万
円

平
成
３
０
年
度
予
算
額
（
案
）

10
6百
万
円

地
域
ぐ
る
み
の
学
校
安
全
体
制
整
備
推
進
事
業

（
学
校
を
核
と
し
た
地
域
力
強
化
プ
ラ
ン
に
お
い
て
実
施
・
国
庫
補
助
率

1/
3
※
指
定
都
市
・
中
核
市
の
直
接
実
施
の
場
合
負
担
率
各

2/
3）

（
実
施
主
体
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
、
負
担
率
：
都
道
府
県
、
市
町
村
各

1/
3)

見
守
り
活
動
の
ポ
イ
ン
ト
を
指
導

・
各
学
校
を
定
期
的
に
巡
回

・
学
校
内
外
に
お
け
る
見
守
り
活
動

・
見
守
り
活
動
の
ポ
イ
ン
ト
や
改
善

す
べ
き
点
等
の
指
導
・
評
価

・
学
校
、
家
庭
、
地
域
が
連
携

地
域
全
体
で

見
守
る
体
制

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー

育
成
講
習
会
の
充
実
【
拡
充
】

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
と

し
て
の
資
質
を
備
え
た
人
材
を

継
続
的
に
確
保
す
る
た
め
、
学

校
安
全
に
積
極
的
に
取
り
組

ん
で
い
た
教
職
員
O
B
等
を
対

象
に
育
成
講
習
会
を
開
催
。

（
１
地
域
３
回
→
５
回
開
催
）

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の
委
嘱

警
察
官
Ｏ
Ｂ
や
防
犯
の
専
門
家
等
を
ス
ク
ー

ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
委
嘱
し
、
各
学
校

を
定
期
的
に
巡
回
し
、
見
守
り
活
動
の
ポ
イ
ン

ト
や
改
善
す
べ
き
点
等
の
指
導
と
評
価
や
、
ス

ク
ー
ル
ガ
ー
ド
に
対
す
る
指
導
等
を
行
う
。
ま

た
、
学
校
等
の
巡
回
指
導
を
円
滑
に
す
る
た

め
、
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の
連
絡
協
議

会
等
を
開
催
す
る
。
（
１
５
３
９
箇
所
）

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・
リ
ー
ダ
ー
の
巡
回
等
の
強
化

見
守
り
活
動
を
行
う
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
の
養
成
・
支
援

各
地
域
の
子
供
の
見
守
り
活
動
の
支
援

各
地
域
の
通
学
路
や
学
校
で
実
施
さ
れ
て
い
る

子
供
の
見
守
り
活
動
な
ど
の
、
防
犯
活
動
に
対

す
る
支
援
の
実
施
。
（
１
５
３
９
箇
所
）

・
登
下
校
時
に
お
け
る
パ
ト
ロ
ー
ル
・
防
犯
訓
練
の
実
施

・
通
学
安
全
マ
ッ
プ
作
製
・
防
犯
ブ
ザ
ー
を
児
童
へ
貸
与

・
ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
、
関
係
者
間
で
情
報
を
効
果
的
に
共
有

で
き
る
取
組
の
実
施

【
活
動
例
】

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド

養
成
講
習
会
の
充
実
【
拡
充
】

通
学
路
等
で
子
供
た
ち
を
見
守
る

ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
（
学
校
安
全
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
）
を
養
成
す
る
た
め
に
、
最

新
の
安
全
に
関
す
る
情
報
・
意
識

啓
発
に
よ
る
質
の
向
上
な
ど
を
学

ぶ
こ
と
が
で
き
る
養
成
講
習
会
を
開

催
。
（
１
地
域
３
回
→
５
回
開
催
）

○
学
校
や
通
学
路
に
お
け
る
子
供
の
安
全
を
確
保
す
る
こ
と
が
必
要

○
学
校
現
場
は
オ
ー
バ
ー
フ
ロ
ー
状
態
、
教
職
員
だ
け
で
は
安
全
確
保
が
困
難

地
域
全
体
で
取
り

組
む
体
制
が
必
要

○
家
庭
と
地
域
の
関
係
機
関
・
団
体
と
の
連
携
強
化

○
地
域
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
養
成
・
確
保
し
て
活
用
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２．これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上

(前 年 度 予 算 額 1,576百万円）
平成30年度予算額（案） 1,468百万円

１．要 旨
教員の「質」の向上の観点から、平成27年５月の教育再生実行会議第７次提
言や平成27年12月の中教審答申を踏まえ、平成28年11月に「教育公務員特例法
等の一部を改正する法律」が成立したことを受けて、教員の養成・採用・研修
の一体的改革を進めるとともに、教職員支援機構における中核リーダーの学校
経営研修、道徳教育、いじめ問題対応の研修や「校務の効率化」を企図した学
校組織マネジメントに関する調査研究プロジェクト等を実施する。

２．内 容
◆新しい教育課題に対応した教員研修の充実と大学における教員養成の改革

1,445百万円( 1,576百万円)

・教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業
１．教員養成改革の推進
①新たな教育課題に対応する科目を必修科目として位置づけ、効果的に実施する
取組の推進

②教職課程の質の保証・向上を図る取組の推進
③教科教育コアカリキュラムの策定

２．教員の採用・研修改革の推進
①円滑な入職のための取組の推進
②特色ある研修改革取組の推進
③研修の単位化・専修免許状取得プログラムの開発
④民間教育事業者との連携による教員の資質能力向上

３．教職の魅力向上
「教師の日」等の機を捉えた教職の魅力向上

・現職教員の新たな免許状取得や更新等
①現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業
②大学における教員の現職教育への支援
（※下記「教員免許管理の在り方に関する調査研究」分を除く）

③教員資格認定試験 等
・独立行政法人教職員支援機構における研修の実施及び調査研究の推進

教職員に対する総合的支援を行う全国拠点として、以下の事業を実施
・中核リーダーの学校経営研修、道徳教育、いじめ問題対応、学校安全等の研修
・オンラインによる研修、研修プログラムモデルの構築
・「校務の効率化」を企図した学校組織マネジメントに関する調査研究
プロジェクトの実施 等

≪関連施策≫
・特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業
・小学校英語教科化に向けた専門性向上のための講習の開発・実施 等

◆教員免許管理の在り方に関する調査研究
23百万円（新規）

・教員免許状情報を適正に管理できる教員免許管理の在り方、これを実現する教
員免許管理システムについて調査研究を実施
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・教員免許状情報を適正に管理できる教員免許管理の在り方、これを実現する教
員免許管理システムについて調査研究を実施
・教員免許状情報を適正に管理できる教員免許管理の在り方、これを実現する教
員免許管理システムについて調査研究を実施

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上

平成３０年度予算額（案） １，４６８百万円（１，５７６百万円）

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上

平成３０年度予算額（案） １，４６８百万円（１，５７６百万円）

○平成27年12月の中央教育審議会答申や平成28年11月に成立した改正教育公務員特例法等を
踏まえ、教員の養成・採用・研修を通じた一体的な改革に資する取組を推進

１．教員養成改革の推進
①新たな教育課題に対応する科目を必修科目として位置づけ、効果的に実施する取組の
推進

②教職課程の質の保証・向上を図る取組の推進 ③教科教育コアカリキュラムの策定
２．教員の採用・研修改革の推進
①円滑な入職のための取組の推進 ③研修の単位化・専修免許状取得プログラムの開発
②特色ある研修改革取組の推進 ④民間教育事業者との連携による教員の資質能力向上

３．教職の魅力向上
「教師の日」等の機を捉えた教職の魅力向上

①現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業
②大学における教員の現職教育への支援
（※下記「教員免許管理の在り方に関する調査研究」分を除く）
③教員資格認定試験 等

○教職員に対する総合的支援を行う全国拠点として、以下の事業を実施
・中核リーダーの学校経営研修、道徳教育、いじめ問題対応、学校安全等の研修
・オンラインによる研修、アクティブ・ラーニングに係る研修プログラムモデルの構築
・「校務の効率化」を企図した学校組織ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関する調査研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施 等

・平成27年 5月 教育再生実行会議第7次提言
「これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、教師の
在り方について」

・平成27年12月 中央教育審議会答申
「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」

・平成28年11月 第192回国会で「教育公務員特例法等の一部を改正する法律案」が成立

３．（独）教職員支援機構における研修の実施及び調査研究の推進
平成３０年度予算額（案） 運営費交付金 １，２６６百万円

３．（独）教職員支援機構における研修の実施及び調査研究の推進
平成３０年度予算額（案） 運営費交付金 １，２６６百万円

１．教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業
平成３０年度予算額（案） ７９百万円

１．教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業
平成３０年度予算額（案） ７９百万円

２．現職教員の新たな免許状取得や更新等
平成３０年度予算額（案） １００百万円

２．現職教員の新たな免許状取得や更新等
平成３０年度予算額（案） １００百万円

◆新しい教育課題に対応した教員研修の充実と大学における教員養成の改革
平成３０年度予算額（案） １，４４５百万円（１，５７６百万円）

◆新しい教育課題に対応した教員研修の充実と大学における教員養成の改革
平成３０年度予算額（案） １，４４５百万円（１，５７６百万円）

背景

◆教員免許管理の在り方に関する調査研究
平成３０年度予算額（案） ２３百万円（新規）

◆教員免許管理の在り方に関する調査研究
平成３０年度予算額（案） ２３百万円（新規）
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３．教育課程の充実

(前 年 度 予 算 額 3,789百万円）
平成30年度予算額（案） 3,794百万円

１．要 旨

これからの時代に求められる資質・能力を育成する観点から、学習指導要領の

改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、教員の資質・能力

向上方策とも連携しながら、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニン

グ）の視点からの学習・指導方法の改善、理数教育の充実、現代的な課題に対応

するための取組などを推進し、初等中等教育の教育課程の充実を図る。

２．内 容

○学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で深い学びの推進

390百万円(589百万円)

学習指導要領の改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、主

体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの学習・指導方法

の改善やカリキュラム・マネジメントの推進など新学習指導要領の周知・徹底を図

る。

○新学習指導要領移行措置に対応する算数・数学、理科の補助教材の作成・配布事業

148百万円（ 新 規 ）

新学習指導要領への移行期間中に、指導内容が追加される算数・数学、理科につ

いて、教科書に準拠した補助教材を作成し、児童生徒に配布する。

○次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する先導的研究開発

69百万円（73百万円）

今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的資料を得るため、現行の学習指導

要領等によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校を指定し、新しい教

育課程、指導方法等についての研究開発を実施する。

○理数教育の充実のための総合的な支援等 1,891百万円(1,996百万円)

理科教育振興法に基づき、観察・実験に係る理科設備の充実を図るとともに、理

科の観察・実験の充実及び指導に注力できる指導体制を整備する。

○現代的課題に対応した教育の充実等 185百万円(74百万円)

〔一部生涯学習政策局に計上〕

現代的な課題に対応した資質・能力を子供たちに育むため、環境教育、放射線教

育、社会参画等に関する教育の充実に関する取組等を実施する。

【（参考：復興特別会計）放射線副読本の改訂・普及（179百万円）】

○カリキュラム・マネジメントの在り方に関する研究 20百万円(40百万円)

小学校学習指導要領の改訂を踏まえた授業時間数増に伴う授業日数の見直し（長

期休業期間や土曜日の活用等）や弾力的な時間割編成の在り方、教育効果を高める

ための指導計画・教材等の在り方について実践的な研究を行い、その成果を普及し、
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各学校・地域の実情に応じたカリキュラム・マネジメントを支援する。

○高等学校における総合的な学習の時間の抜本的改善・充実

11百万円(11百万円)

次期学習指導要領における高等学校の「総合的な探究の時間」が各学校において

円滑に行われるよう、育成すべき資質・能力を確実に身に付けるために必要な教材

の開発などの調査研究を行い、学校における指導の抜本的改善・充実を図る。

○「キャリア・パスポート（仮称）」普及・定着事業【後掲】

4百万円(4百万円)

児童生徒が自らの学習活動等の学びのプロセスを記述し振り返ることのできるポ

ートフォリオ的な教材「キャリア・パスポート（仮称）」の導入に向け、その活用

方法等についての調査研究を実施する。

○次世代の教育情報化推進事業〔生涯学習政策局に計上〕 108百万円(52百万円)

新学習指導要領の趣旨を踏まえ、全ての学習の基盤となる「情報活用能力」の育成

に向けた教科横断的で体系的なカリキュラム・マネジメントや、ICTの効果的な活用

の事例の創出・普及を目指す。また、必修となった小学校プログラミング教育の円滑

な実施に向け、指導事例の創出・普及や教員研修用教材の開発等を実施する。さらに、

新学習指導要領に対応した高等学校情報科担当教員の研修用教材の開発を行う。

○特別支援学校学習指導要領等の改訂及び学習・指導方法の改善・充実【後掲】

104百万円(72百万円)

学習指導要領の解説や教科書等の作成、周知・徹底等を着実に実施するとともに

改訂の方向性を踏まえた特別支援学校における学習・指導方法の改善・充実を図る

ための実践研究等を行う。

○幼稚園教育要領の普及・啓発【後掲】 26百万円(58百万円)

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する上での

参考資料を作成するとともに、指導上の諸課題等に関して中央および都道府県にお

いて研究協議会を行う。

○小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業等【後掲】 837百万円(821百万円)

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のため、新学習指導要領の全面実施に

向けた新教材の整備、民間機関と連携による指導法等の開発や教員の指導力・専門

性向上のための事業等を行う。

≪関連施策≫

・高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のための研究開発事業
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教育課程の充実

＜平成30年度予算額(案)： 69百万円＞
今後の教育課程の基準の改善等に資する実
証的資料を得るため、現行の学習指導要領
等によらない教育課程の編成・実施を認め
る研究開発学校を指定し、新しい教育課程
、指導方法等についての研究開発を実施。

次代を見据えた教育課程・指導
方法等に関する先導的研究開発

＜平成30年度予算額(案)： 1,891百万円＞

理数教育の充実のための総合的な支
援等

＜平成30年度予算額(案)： 185百万円＞

現代的な課題に対応した資質・能力を子供た
ちに育むため、環境教育、放射線教育、社会
参画等に関する教育の充実に関する取組等を
実施。

【（参考：復興特別会計）放射線副読本の改
訂・普及（179百万円）】

現代的な課題に対応した教育の充
実等

学習指導要領の改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、主体
的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの学習・指導方法の
改善やカリキュラム・マネジメントの推進等。

学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で深い学びの推進

＜平成30年度予算額(案)： 390百万円 ＞

平成30年度予算額(案)：3,794百万円
（平成29年度予算額：3,789百万円）

＜概要＞
これからの時代に求められる資質・能力を育成する観点から、学習指導要

領の改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、教員の資
質・能力向上方策とも連携しながら、主体的・対話的で深い学び（アクティ
ブ・ラーニング）の視点からの学習・指導方法の改善、理数教育の充実、現
代的な課題に対応するための取組などを推進。

初等中等教育の教育課程の一層の充実

観察・実験に係る理科設備の充実を図ると
ともに、教員にとって負担の大きい実験の
準備・調整等の業務を軽減し、観察・実験
の指導に注力できる体制等を整備。

＜平成30年度予算額(案)： 20百万円＞

カリキュラム・マネジメントの
在り方に関する研究

小学校学習指導要領の改訂を踏まえた授業
時間数増に伴う授業日数の見直し（長期休
業期間や土曜日の活用等）や弾力的な時間
割編成の在り方、教育効果を高めるための
指導計画・教材等の在り方について実践的
な研究を行い、その成果を普及。

＜平成30年度予算額(案)： 11百万円＞

高等学校における総合的な学習の
時間の抜本的改善・充実

次期学習指導要領における高等学校の「総
合的な探究の時間」が各学校において円滑
に行われるよう、育成すべき資質・能力を
確実に身に付けるために必要な教材の開発
などの調査研究を行い、学校における指導
の抜本的改善・充実。

＜平成30年度予算額(案)：148百万円(新規)＞
新学習指導要領への移行期間中に、指導内容
が追加される算数・数学、理科について、教
科書に準拠した補助教材を作成し、児童生徒
に配布。

新学習指導要領移行措置に対応する
算数・数学、理科の補助教材の作成
・配布事業

22


	○目次
	○事項別表
	１．新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のための指導・運営体制の
	２．これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上
	３．教育課程の充実

